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１－1 蟹江町水道事業の概要

本町では、昭和24年（1949年）頃から各地域に地下水を水源とする組合
営の簡易水道事業※1が創設され、給水が開始されました。

その後、昭和34年（1959年）に39簡易組合が蟹江町北部簡易組合と蟹
江町南部簡易組合の2つに統合されましたが、さらに水需要が増加したこ
とから、愛知県水道用水供給事業から受水するために町営の簡易水道組
合を統合し、昭和46年（1971年）4月から公営企業法適用の町上水道とし
て発足しました。
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蟹江町は、人口36,737人（
令和６年３月３１日現在）で行
政総面積の11.09平方キロメ
ートルとなっております。

その内、給水人口は36，471
人、給水件数は14，457件と
なっております。

令和６年度実績としては、年間配水量4，442，850㎥、日平均配水量12，
172㎥、日最大配水量12，820㎥でした。

１－２ 水道事業の現状
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１－３ 蟹江町水道事業の基本理念と方針

蟹江町の水道事業は、いつでも
どこでも、安心しておいしく飲める
水を供給することを目指しており
ます。

基本理念

いつでも、どこでも、安心しておい
しく飲める水
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１－４ 配水施設の現状

蟹江町水道事業では、蟹
江浄水場（蟹江町学戸一丁
目225番地）から、配水運用
を行っています。

現在は、愛知県水道用水
供給事業からの受水により
場内にある４つの配水池に
貯留し、ポンプ加圧方式によ
り水を供給しております。

蟹江浄水場



１．蟹江町水道事業の概要

7

１－５ 管路の現状

令和６年度末時点で、蟹江町水道事業が管理する水道管の総延長は約
199ｋｍとなっております。

総延長のうち、40年経過した管路が約78，000ｍ、20年経過が約130，
000ｍ、20年未満が67，000ｍとなっております。

配水管延⾧

40年経過 20年経過 20年未満
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１ 蟹江町水道事業の経営指標

水道事業には経営指標というものがあり、これは企業の収益性や経営状
況などを示す指標です。これらの指標は企業がどれだけ収益を上げれて
いるか、またはどれだけの費用を賄えているかを示し、経営の健全性を評
価するために使用されます。

投資

収益財務
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2-1 経常収支比率

経常収支比率とは、当該年度において、給水収益や一般会計からの繰
入金等の収益で、維持管理費や支払利息の費用をどの程度賄えているか
を示す指標です。

当該指標は、単年度の収支が黒字を示す100％以上となる必要があり、

蟹江町は、令和６年度で約102％となっており、経年比較で110％程度の
横ばいの状況です。
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2-2 企業債残高対給水収益比率

企業債残高対給水収益比率とは、給水収益に対する企業債残高の割合
であり、企業債残高の規模を表す指標です。

当該指標は、明確な数値基準はありませんが、経年比較や類似団体と
の比較等により自団体のおかれている状況を把握・分析する必要がありま
す。

蟹江町は、令和５年度より企業債の借り入れをしており、令和６年度時点
で約６２％となっており、この指標は今後も増加していくものとなります。
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2-3 料金回収率

料金回収率とは、給水に係る費用が、どの程度給水収益で賄えているか
を示す指標であり、料金水準等を評価することができます。

当該指標は、供給単価（水１㎥当たりの販売価格）と給水原価（水１㎥当
たりの生産原価）との関係を見るものであり、100％を下回ると給水に係る
費用が給水収益以外で賄われていること意味します。

蟹江町は、99％と若干100％を下回っており、適切な料金収入の確保が
求められています。
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2-4 有収率

有収率とは、施設の稼働が収益につながっているかを示す指標です。

当該指標は、100％に近いほど施設の稼働状況が収益に反映されてい
ると言えます。

蟹江町は、令和６年度で約86％となっており、改善の必要があると言え
ます。
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2-5 有形固定資産減価償却率

有形固定資産減価償却率とは、有形固定資産のうち償却対象資産の減
価償却がどの程度進んでいるかを示す指標で、資産の老朽化度を示すも
のです。

当該指標は、明確な数値基準はなく、経年比較や類似団体比較等により
自団体の置かれている状況を把握・分析する必要があります。

蟹江町は、令和６年度で約49％となっており、経年比較で下降傾向にあ
り、改善されていると言えます。
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2-6 管路経年化率

管路経年化率とは、法定耐用年数を超えた管路延長の割合を表す指標
です。

当該指標は、明確な数値基準はありませんが、一般的に数値が高い場
合は、法定耐用年数を経過した管路を多く保有していることになります。

蟹江町は、令和６年度で約48％となっており、管路の更新等の必要性が
あると言えます。
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2-7 管路更新率

管路更新率とは、当該年度に更新した管路延長の割合を示す指標で、
管路の更新ペースや状況を把握できます。

蟹江町は、令和６年度で約2％となっております。

1.3

0.7

1.7
1.7

2.0

1.8

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

管路更新率



2．蟹江町水道事業の経営状況

16

９．指標のまとめ（１）

投資

収支

財務

・管路経年化率、有形固定資産減価償却率は比較的高い水
準であり、更新投資が遅れており、老朽化が進んでいると言え
ます。

・経常収支比率は、企業の経常的な活動により利益を生み出
せていると言えます。

・料金回収率は、100％近い数字ですが、給水原価が増加傾
向にあり、今後の料金回収率の低下が懸念されます。

・企業債残高対給水収益比率は、増加傾向にありますが、企
業債・繰入金への依存状況はないと言えます。
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９．指標のまとめ（２）

各指標を見ると、現状の収益性は確保されているものの、設備の老朽化
や耐震工事など、更新投資が必要となることが想定されます。

しかしながら、資金残高水準が低く、更新投資を賄う資金がないため、企
業債の発行や料金水準の向上が必要であると考えられます。
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１．給水人口の予測

蟹江町人口ビジョンによると、今後減少傾向にあると見通されています。

それらの傾向曲線をもとに、給水区域内人口等を推計しました。
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２．水需要の予測（計画給水量の推計）

過去３年の実績値をもとに、１日平均用途別有収水量を推計し、これらを
合計して１日平均有収水量を計画しました。この有収水量をもとに、有収
率、有効率、負荷率の計画値を推計し計画水量を算定しました。
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２．水需要の予測（超長期水需要の見通し）

超長期水需要の推計は、計画給水量の推計と同じ推計式を用いて推計
しました。
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３．料金収入の見通し

料金収入は、水需要の減少による有収水量の減少が見込まれるため、
現行の料金体系のままでは減少傾向となります。
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４．投資・財政計画

（１）収益的収支

給水収益の減少及び物価高騰による費用の増加等により今後は赤字基
調となる見通しです。

料金改定を検討しない場合の収支計画は下図のとおりです。計画期間
の最終年度の2034年度には、約1.9億円の純損失となる見通しです。
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４．投資・財政計画

（２）資本的収支

資本的収支についても、物価高騰による費用の増加等により、当初計画
より収支が悪化する見通しです。

料金改定を検討しない場合の収支計画は下図のとおりです。

管路の更新、耐震化などの設備投資が必要であり、資本的支出の増加
により、2032年度には補てん財源の残額が不足する見通しです。
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４．投資・財政計画の見直し

① 収支計画のうち投資についての説明

投資計画の目標

漏水対策などに努め、有収率９０％の達成を目指します
。

災害が発生した場合の被害を最小限に抑えるため、ま
た、速やかな復旧が図れるよう基幹施設等の耐震化を実
施します。

管路

施設及び設備
施設及び整備の新たな拡張予定はないため、既存施

設の老朽更新のみを対象としました。

管路の整備計画は、老朽管更新、耐震化事業の2つ
の事業を対象としました。耐震化事業として基幹管路の
耐震化を実施するとともに、配水ブロック化、新規基幹管
路によるループ化等の事業を同時進行で実施する計画と
しました。
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４．投資・財政計画の見直し

① 収支計画のうち投資についての説明

＜超長期投資計画＞



３．蟹江町水道事業の経営状況の今後の課題

26

４．投資・財政計画の見直し

② 収支計画のうち財源についての説明

財政計画の目標１
災害発生に備えて、補てん財源残高４億円以上の水準を
保持します。
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４．投資・財政計画の見直し

② 収支計画のうち財源についての説明

財政計画の目標２ 料金回収率100％

将来にわたって健全な経営を維持するために、料金回収率が100％以上となる料金
改定を検討します。
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４．投資・財政計画の見直し

（１）収益的収支（料金改定反映後）

料金改定反映後において、計画期間の最終年度の2034年度には、総収
入が約9.9億円、純利益が約1.3億円まで改善する見通しです。
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４．投資・財政計画の見直し

（２）資本的収支（料金改定反映後）

料金改定反映後において、計画期間の最終年度の2034年度の補てん
財源の残額は、目標値である４億円まで改善する見通しです。
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４．投資・財政計画の見直し

③ 収支計画に反映した取り組み

料金改定

給水収益全体で、2026年度中に25％、2031年度中
に25％となる料金改定を検討します。

計画期間の最終年度である2034年度に補てん財源
残額4億円以上、料金回収率100％以上を達成するた
めには、全体でおよそ40％の改定が必要です。

一度に40％の改定をすることは使用者に多大な負担
がかかることから、2回にわけて改定を検討します。

また、40％改定では、計画期間後の2035年度には料
金回収率が100％を下回る見込みであるため、その後
の事業継続も考慮し、2回目の改定も25％を前提に検
討します。
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４．投資・財政計画の見直し

③ 収支計画に反映した取り組み
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４．投資・財政計画の見直し

③ 収支計画に反映した取り組み


